
公募申請書

様式集
別紙様式１—１（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）　　　【①通常枠（業態転換・新サービス展開事業）】

応募申込書兼事業計画書

（中小企業デジタル化・業態転換等促進事業費補助金（業態転換・新サービス展開事業））

令和　　年　　月　　日

　中小企業デジタル化・業態転換等促進事業費補助金に関し、関係書類を添付して応募します。

　なお、応募資格をすべて満たしていることを誓約するとともに、本記載内容について偽りがないこと、履行が可能であることを証します。

　　静岡県知事　川勝　平太　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所 在 地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代 表 者　　　氏　　　名　　　　　　㊞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担 当 者

	電話
	

	メール
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連 絡 先

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

業　　種　当てはまるもの１つに丸をつけてください

（製造業・建設業・飲食業・卸小売業・宿泊業・その他（　　　））

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　従業員数　　　　　　　　　　　　　　　　　人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資 本 金　　　　　　　　　　　　　　　　　円

【令和２年２月以降の任意の１か月間（基準月）の売上高と、平成31年２月から、令和２年１月の間の同月（比較月）の売上高と減少率】

（売上台帳の写し等を応募書類として添付すること）

	基準月（Ｒ○年○月○日～

○月○日）の売り上げ･･･Ａ
	比較月（Ｒ/Ｈ○年○月○日～

○月○日）の売り上げ･･･Ｂ
	減少率･･･（Ａ－Ｂ）÷Ｂ×100

	円
	円
	％

（小数点以下切捨）


※手書き提出は極力避けてください。　　

事　業　計　画　書

１　事業計画の名称

	


２　事業内容

　【新型コロナウイルスの影響】（現在の事業がどのような影響を受けているか）

	



　【新規事業の内容】（現在の事業手法との比較）

	現在の事業
	（概要）

（手段・手法）



	新規事業
	（概要）

（手段・手法）




　【見込まれる効果】

	（売り上げや雇用面等効果を出来る限り具体的に記入）



　【将来展望・目標】

	


３　事業スケジュール

	実施（予定）時期
	事業区分
	実　施　内　容

※経費と事業の関係性を具体的に記入すること
	経費区分

	９月

（交付決定後）
	
	
	

	10月
	
	
	

	11月
	
	
	

	12月
	
	
	


※経費区分には、実施内容に対応する、「別紙様式２ 収支予算書 支出の部」の「区分」名称を記載してください。

別紙様式１-２（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）　　　　　　　　【②特別枠（コンソーシアム事業）】

応募申込書兼事業計画書

（中小企業デジタル化・業態転換等促進事業費補助金（コンソーシアム事業））

令和　　年　　月　　日

　中小企業デジタル化・業態転換等促進事業費補助金に関し、関係書類を添付して応募します。

　なお、応募資格をすべて満たしていることを誓約するとともに、本記載内容について偽りがないこと、履行が可能であることを証します。

　　静岡県知事　川勝　平太　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　所 　在　 地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者事業者　　　　　　　　　　㊞　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事　業　計　画　書
１　コンソーシアムの構成

＜代表事業者＞

	所在地

（市町名から記入）
	〒



	事業者名
	

	代表者
	

	事務担当者
	

	連絡先
	（電話）　　　　　　　　　　　　　（メール）

	業種（該当に○）
	製造業・建設業・飲食業・卸小売業・宿泊業・その他（　　　　　）

	従業員数
	人
	資本金
	円

	売上減少要件

※右に売上高と減少率を記入
	基準月…Ａ

Ｒ○年○月○日～○月○日
	比較月…Ｂ

Ｒ/Ｈ○年○月○日～○月○日
	減少率

（Ａ－Ｂ）÷Ｂ×100

	
	円
	円
	％


＜連携事業者①＞

	所在地

（市町名から記入）
	〒



	事業者名
	

	代表者
	

	連絡先
	（電話）　　　　　　　　　　　　　（メール）

	業種（該当に○）
	製造業・建設業・飲食業・卸小売業・宿泊業・その他（　　　　　）

	従業員数
	人
	資本金
	円

	売上減少要件

※右に売上高と減少率を記入
	基準月…Ａ

Ｒ○年○月○日～○月○日
	比較月…Ｂ

Ｒ/Ｈ○年○月○日～○月○日
	減少率

（Ａ－Ｂ）÷Ｂ×100

	
	円
	円
	％


＜連携事業者②＞

	所在地

（市町村名から記入）
	〒



	事業者名
	

	代表者
	

	連絡先
	（電話）　　　　　　　　　　　　　（メール）

	業種（該当に○）
	製造業・建設業・飲食業・卸小売業・宿泊業・その他（　　　　　）

	従業員数
	人
	資本金
	円

	売上減少要件

※右に売上高と減少率を記入
	基準月…Ａ

Ｒ○年○月○日～○月○日
	比較月…Ｂ

Ｒ/Ｈ○年○月○日～○月○日
	減少率

（Ａ－Ｂ）÷Ｂ×100

	
	円
	円
	％


※必要に応じ、枠を追加すること

※令和２年２月以降の任意の１か月間（基準月）の売上高と、平成31年２月から、令和２年１月の間の同月（比較月）の売上高と減少率（売上台帳の写し等を応募書類として添付すること）
＜構成員の役割分担＞

事業における各事業者の役割（誰が何をやるのか）、体制図等を詳細に記入すること

２　事業内容

　【テーマ】
	


　【今回事業で取組む課題とその現状】

	課題
	

	現状

(コロナ禍での影響等)
	（数字等を用いて、課題に対しての現状・コロナ禍での影響を具体的に記入して下さい）



　【新規事業の内容】

	新規事業
	（概要）

（課題解決のための手段・手法）




　【見込まれる効果】

	（連携による経済波及効果、賑わい創出、雇用拡大、サプライチェーン維持など地域経済に与える効果や目指す地域・産業の姿を出来る限り具体的に記入）



【将来展望・目標】

	


３　事業スケジュール

	実施（予定）時期
	事業区分
	実　施　内　容

※経費と事業の関係性を具体的に記入すること
	経費区分

	９月

（交付決定後）
	
	
	

	10月
	
	
	

	11月
	
	
	

	12月
	
	
	


※経費区分には、実施内容に対応する、「別紙様式２ 収支予算書 支出の部」の「区分」名称を記載してください。

別紙様式２（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

収　支　予　算　書

１　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区  分
	予　算　額
	内　容　等
	備　考

	県補助金
	
	
	

	自己資金
	
	
	

	
	
	
	

	計
	
	
	


 ２　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区  分
	予　算　額
	内　容　等
	備　考

	開発費
	
	
	

	機械装置等費
	
	
	

	広報費
	
	
	

	展示会等出展費
	
	
	

	旅費
	
	
	

	借料・損料
	
	
	

	専門家謝金
	
	
	

	専門家旅費
	
	
	

	雑役務費
	
	
	

	資料購入費
	
	
	

	産業財産権等の

導入経費
	
	
	

	通訳料・翻訳料
	
	
	

	研修費
	
	
	

	委託費
	
	
	

	外注費
	
	
	

	計
	
	
	


　※全て税抜き金額を記入すること。県補助金額は、補助対象経費の2/3以内、千円未満切捨てとすること。

　※行、列が不足する場合は、適宜、追加して記載すること。

　※上記に記載のない経費区分は補助対象外すること
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